様式第１号（第８条関係）
	補助金交付申請書
令和　　年　　月　　日
　　秋　田　県　知　事　　　あて
住　　　　所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

氏　　　　名　

令和　年度において、次のとおり補助金を交付されるよう申請します。
１　補助金の名称　　商店街・飲食店街等支援事業費補助金
２　補助金申請額　　　　　　　　　　　　　円
３　補助事業の実施期間　　　令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日


　注　補助事業の実施計画書及び収支予算書及び誓約書は、別紙により添付のこと。
様式第２号（第８条関係）
	事 業 実 施 計 画 書

	
	申請者①
（代表者）

	法人番号（法人は記載）：
団体名：
住所（所在地）：
代表者氏名：
担当者氏名：
電話番号：
	
	

	
	申請者②

	法人番号（法人は記載）：
団体名：
住所（所在地）：
代表者氏名：
担当者氏名：
電話番号：
	
	

	
	申請者③
	法人番号（法人は記載）：

団体名：

住所（所在地）：

代表者氏名：

担当者氏名：

電話番号：
	
	

	
	実施事業名
(具体的内容が分かる事業名を記載)
	
	

	
	事業内容
（時期や開催場所等、具体的な事業内容がわかるよう記載）

	
	

	
	上乗せ特例

	中止になったイベント名：
	

	
	
	連携する商工会議所又は商工会名：
担当者氏名：

電話番号：
	

	
	
	

	


※記載欄が不足する場合は、適宜追加いただくか、別紙を添付してください。

様式第３号（第８条関係）

	収　支　予　算　書
収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	
	区　　　分
	本 年 度
予 算 額
	前 年 度
予 算 額
	差引増減
	摘　　要
	

	
	
	
	
	増
	減
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	
	
	

	支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	
	区　　　分
	本 年 度
予 算 額
	前 年 度
予 算 額
	差引増減
	摘　　要
	

	
	
	
	
	増
	減
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	
	
	

	


様式第４号（第８条関係）
	誓約書
　商店街・飲食店街等支援事業費補助金の応募にあたり、次のことについて誓約します。
１．国税及び地方税について
（以下の該当する項目の番号を○で囲んでください。）
（１）応募日現在における国税及び地方税の滞納はありません。
（２）応募日現在において以下のとおり滞納がありますが、今後、課税庁の了承した納入計画に基づいて納付します。また、このことについての調査を貴職が行っても異議はありません。
税金名
課税年度
納期
滞納額（千円）
今後の納付計画
※　課税庁が認めた納入計画を添付してください。
２．県及び公的金融機関等からの融資について
（以下の該当する項目の番号を○で囲んでください。）
（１）応募日現在において県及び公的金融機関からの融資は受けていません。
（２）応募日現在における県及び公的金融機関からの融資を受けていますが、債務の不履行はありません。
（３）応募日現在において以下のとおり債務の不履行がありますが、今後、債権者の了承した返済計画に基づいて返済します。また、このことについての調査を貴職が行っても異議はありません。
債権者名
借入年度
納期
不履行額（千円）
今後の返済計画
※　債権者が認めた返済計画を添付してください。
３．反社会的勢力の排除について
次の各号のいずれかに該当する者ではありません。
一　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
二　暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
三　暴力団準構成員（暴力団員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがあるもの又は暴力団若しくは暴力団員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するものをいう。以下同じ。）
四　暴力団関係企業（暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、暴力団準構成員若しくは元暴力団員が経営する企業で暴力団に資金提供を行う等暴力団の維持若しくは運営に積極的に協力し若しくは関与するもの又は業務の遂行等において積極的に暴力団を利用し、暴力団の維持若しくは運営に協力している企業をいう。）
五　総会屋等（総会屋その他企業を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）


様式第４号（第８条関係）
	六　社会運動等標ぼうゴロ（社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）
七　特殊知能暴力集団等（暴力団との関係を背景に、その威力を用い、又は暴力団と資金的な繋がりを有し、構造的な不正の中核となっている集団又は個人をいう。）
八　前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者
イ　前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営を支配していると認められること
ロ　前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営に実質的に関与していると認められること
ハ　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって前各号に掲げる者を利用したと認められること
ニ　前各号に掲げる者に資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められること
令和　　年　　月　　日　　　　
秋田県知事　あて
〒
住所
名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者職氏名　　　　　 　　　　　　　



様式第５号（第９条関係）
	補助事業変更承認申請書
令和　　年　　月　　日
　　秋　田　県　知　事　　　あて
住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
氏　　　　名　
令和　年　月　日付け指令商貿－　で交付決定を受けた補助事業について、次のとおり

変更したいので承認されるよう申請します。
１　補助金の名称　　商店街・飲食店街等支援事業費補助金
２　補助金決定額　　　　　　　　　　　　　円
　３　補助金変更申請額　　　　　　　　　　　　　円
４　変更の理由　　


　注　変更事業計画及び変更経費は別紙により添付し、様式は補助金交付申請書を準用し、
　　当初計画と変更計画を明確に区分して記載すること。
様式第６号（第９条関係）
	補助事業中止（廃止）承認申請書
令和　　年　　月　　日
　　秋　田　県　知　事　　　あて
住　　　　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
氏　　　　名　
令和　年　月　日付け指令商貿－　で交付決定を受けた補助事業を中止（廃止）したい

ので、承認されるよう申請します。
１　補助金の名称　　商店街・飲食店街等支援事業費補助金
２　補助金決定額　　　　　　　　　　　　　円
　３　中止（廃止）する部分　
４　中止（廃止）する理由　　




様式第７号（第１０条関係）
	補助金交付決定通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指令商貿－　
令和　　年　　月　　日
　　補助事業者　様
　　　　秋田県知事
令和　年　月　日付けで申請のあった補助金の交付については、次のとおり交付するこ

とに決定したので、秋田県財務規則第２５０条の規定により通知します。
１　補助金決定額　　　　　　　　　　　　　　　　円
　内　訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
補助対象事業
総事業費
補助金決定額
自己負担
国　　庫
県　　費
２　補助事業の目的

３　交付条件

４　補助対象期間　
令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日


様式第８号（第１０条関係）
	補助金交付決定変更書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指令商貿－
令和　　年　　月　　日
　　補助事業者　　様
　　　　　秋田県知事
令和　年　月　日付け指令商貿－　をもって通知した補助金の交付について、次のとおり

変更することに決定したので、秋田県財務規則第２５２条の規定により通知します。
１　変更する補助金の名称　　商店街・飲食店街等支援事業費補助金
２　変更の内容
　３　変更の理由
４　変更による新たな条件
補助金決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）　　

項　　　目

総　事　業　費

補　助　金　

内　　訳

国　庫

県

変

更

前

変

更

後




　

様式第９号（第１０条関係）
	補助事業中止（廃止）承認書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商貿－
令和　　年　　月　　日
　　補助事業者　　様
　　　　　秋田県知事
令和　年　月　日付け指令商貿－　をもって通知した補助金について、次のとおり補助
事業等の中止（廃止）を承認することに決定したので、商店街・飲食店街等支援事業費補助金交付要綱４条第２項の規定により通知します。
１　中止（廃止）する補助金の名称　　　商店街・飲食店街等支援事業費補助金
２　中止（廃止）する部分
　３　中止による新たな条件




様式第１０号（第１２条関係）
	補助事業遂行状況報告書
　
令和　　年　　月　　日　
　
　　秋　田　県　知　事　　　あて
住　　　　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
氏　　　　名
　　令和　年　月　日付け指令商貿－　で交付決定を受けた補助事業の実施状況を次のとおり報告

します。
　　 １．補助金の名称　　　　商店街・飲食店街等支援事業費補助金
     ２．補助金の交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　円
     ３．実施状況


	
	補助事業

	年間計画
	月　日現在実施状況
	進捗率

	着手
年月日

	完了
予定
年月日

	備考

	

	
	
	事業
内容
	事業費

	補助金
交付
決定額
	事業

内容

	事業費

	補助金
受領額
	
	
	
	
	

	
	
	
	     円

	     円

	
	     円

	     円

	     %

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	


様式第１１号（第１３条関係）
	補助事業実績報告書
令和　　年　　月　　日
　　秋田県知事　　あて
住　　　　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
氏　　　　名　
補助事業が終了したので、その実績を次のとおり報告します。
１　補助金の名称　　商店街・飲食店街等支援事業費補助金
２　補助金決定額　　　　　　　　　　　　　円
　３　補助金実績額　　　　　　　　　　　　　円
４　差引増減額　　　　　　　　　　　　　円
５　交付決定年月日　　令和　　年　　月　　日
６　交付決定通知書指令番号　　指令商貿－

７　補助事業終了年月日　　令和　　年　　月　　日


注　補助事業の事業実績書及び収支精算書は別紙により添付のこと。
様式第１２号（第１３条関係）
	事 業 実 績 書

	
	実施事業

	　商店街・飲食店街等支援事業
	

	
	実施事業名
(具体的内容が分かる事業名を記載)
	
	

	
	具体的事業内容

	
	

	
	事業の成果

	
	

	
	外部への委託
	委託期間、企業名：
	

	
	
	委託内容：
	

	
	事業の実施による新たな課題


	
	

	
	今後の事業展開


	
	

	　


様式第１３号（第１３条関係）

	収　支　精　算　書
収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
区分
本年度

決算額
本年度

予算額
差引増減
摘要
増
減

合　計
　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

区分
本年度

決算額
本年度

予算額
差引増減
摘要
増
減

合　計
　
　


様式第１４号（第１５条関係）
	　　　　　請　　求　　書　（概算払・精算払）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　 年　　 月　　 日
　秋田県知事　　　　　　　　　　あて
　　　　（課名：商業貿易課）　　　
　　　　　　　　　債権者　　住　　　　所
              　　           （ＴＥＬ）
                  　　      商号又は名称
  　　　　　　　　　　　　　氏　　　　名
　次のとおり請求します。
　　　　請　求　金　額　　　￥　　　　　　　　　　　　　　　　　


	 内
 訳

	 契約（指令）金額
	 ￥

	
	 前回までの受領額
	 ￥

	
	 今回請求額
	 ￥

	
	 今後請求予定額
	 ￥

	 経費の内訳
　　　　商店街・飲食店街等支援事業費補助金
（令和　　年　　月　　日付け指令商貿－　　　　による補助金等）

	 支　　払　　方　　法
	  口座振替払 ・ 隔地払 ・ その他（　　　　　　  ）

	 口座振替払の
 振込銀行及び
 口　　座　　番　　号
	             銀行　　　　　支店（店番：　　　　）
	当
普
別

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	口座名義人
※カタカナで記載 
	

	隔地払の支払場所
	                  銀行　　　　　　　　　　　　　支店

	 摘　要



様式第１５号（第１５条関係）
	補助金等概算払申請書
令和　　年　　月　　日
　　秋　田　県　知　事　　　あて
住　　　　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
氏　　　　名　
補助金等の概算払について（申請）

令和　年　月　日付け指令商貿－　　により補助金等の交付の決定を受けましたが、補助

金等の決定の内容及び補助等の条件に従い事業を完全に遂行しますから、補助金等の概算払

を受けたく申請します。
１　補助金等の名称　　商店街・飲食店街等支援事業費補助金
　２　事業完了予定年月日

３　補助金等決定額　　　　　　　　　　　　　円
　４　既受領額　　　　　　　　　　　　　円
５　今回請求額　　　　　　　　　　　　　円
６　概算払申請理由



様式第１６号（第１８条関係）
取得財産等管理台帳（明細表）
	 区分
	 財産名
	 規格
	 数量
	 単価
	 金額
	取得年月日
	処分制限期間
	保管場所
	 補助率
	 備考

	
	
	
	
	   円
	   円
	
	
	
	
	


（注）１．対象となる取得財産等は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）第１３条第１号から第３号に定める財産、取得価格又は効用の増加価格が本交付要綱第１９条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。
２．財産名の区分は、（ア）不動産、（イ）船舶、航空機、浮標、浮さん橋及び浮ドツク、（ウ）（ア）（イ）に掲げるものの従物、（エ）車両及び運搬具、工具、器具及び備品、機械及び装置、（オ）無形資産、（カ）開発研究用資産、（キ）その他の物件とする。
３．数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
４．取得年月日は、検収年月日を記載すること。
５．処分制限期間は、本交付要綱第１９条第１項に定める期間を記載すること。
様式第１７号（第１９条関係）
	取得財産目的外処分承認申請書
令和　　年　　月　　日
　　秋　田　県　知　事　　　あて
住　　　　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

氏　　　　名　
　補助事業等により取得（効用の増加）した財産を次のとおり目的外に処分することについ

て、承認されるよう申請します。
１　補助金等の名称　　商店街・飲食店街等支援事業費補助金
　２　補助事業等実施年度

３　財産の制限期間　
　４　目的外処分の内容及び理由




注　４の目的外処分の内容及び理由については、補助金等交付の目的に反して使用・譲渡・

　交換・貸付の場合に分けて記載すること。
